
JP 2010-502787 A 2010.1.28

(57)【要約】
（ａ）第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および（ｂ）上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに
適切な第四級化剤の反応の反応生成物より作製される第四級アンモニウム塩清浄剤、およ
び吸気弁デポジットを低減するための上記第四級アンモニウム塩清浄剤の燃料組成物中で
の使用。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第四級アンモニウム塩を含む組成物であって、該第四級アンモニウム塩が、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成物
は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される、
マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む、組成物。
【請求項２】
前記第四級化剤が、硫酸ジアルキル；アルキルハロゲン化物；ヒドロカルビル置換カーボ
ネート；酸と組み合わされたヒドロカルビルエポキシド；およびこれらの混合物からなる
群より選択される、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
前記構成要素（ａ）のヒドロカルビル置換フェノールのヒドロカルビル置換基が、４００
～３，０００の数平均分子量を有するポリオレフィンである、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
前記構成要素（ａ）のアルデヒドが、ホルムアルデヒドまたはその反応等価体である、請
求項１に記載の組成物。
【請求項５】
前記構成要素（ａ）のアミンが、ジメチルアミン、エチレンジアミン、ジメチルアミノプ
ロピルアミン、ジエチレントリアミン、ジブチルアミンおよびこれらの混合物からなる群
より選択される、請求項１に記載の組成物。
【請求項６】
前記（ａ）のアミン化合物が、ジメチルアミンである、請求項１に記載の組成物。
【請求項７】
室温で液体である燃料をさらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項８】
流動化剤をさらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項９】
潤滑粘度の油をさらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項１０】
金属不活性化剤、請求項１に記載のもの以外の清浄剤、分散剤、粘度改質剤、摩擦調整剤
、分散粘度改質剤、極圧剤、耐磨耗剤、酸化防止剤、腐食防止剤、消泡剤、解乳化剤、流
動点降下剤、シール膨張剤、ワックス制御ポリマー、スケール抑制剤、ガス－ハイドレー
ト抑制剤およびこれらの混合物からなる群より選択される構成要素をさらに含む、請求項
９に記載の組成物。
【請求項１１】
前記構成要素が、オーバーベース化された金属含有清浄剤、亜鉛ジアルキルジチオ硫酸塩
またはこれらの混合物である、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１２】
内燃機関に燃料を供給する方法であって、該方法は、
Ａ．該機関に：
　ｉ．室温で液体の燃料；ならびに
　ｉｉ．   第四級アンモニウム塩
を供給する工程を含み、該第四級アンモニウム塩は、
　　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
　の反応生成物を含む、方法。
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【請求項１３】
前記第四級化剤が、硫酸ジアルキル；アルキルハロゲン化物；ヒドロカルビル置換カーボ
ネート；酸と組み合わされたヒドロカルビルエポキシド；またはこれらの混合物からなる
群から選択される、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
内燃機関を潤滑する方法であって、該方法は、
Ａ．該機関のクランク室に：
　ｉ．潤滑粘度の油；ならびに
　ｉｉ．   第四級アンモニウム塩
を供給する工程を含み、該第四級アンモニウム塩は、
　　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
　の反応生成物を含む、方法。
【請求項１５】
前記第四級化剤が、硫酸ジアルキル；アルキルハロゲン化物；ヒドロカルビル置換カーボ
ネート；酸と組み合わされたヒドロカルビルエポキシド；およびこれらの混合物からなる
群から選択される、請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
（ｉ）粒子状固体；（ｉｉ）有機媒質；および（ｉｉｉ）第四級アンモニウム塩を含む組
成物であって、該第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成物
は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される、
マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む、組成物。
【請求項１７】
前記有機媒質が、有機液体またはプラスチック材料である、請求項１６に記載の組成物。
【請求項１８】
前記有機液体が、全有機液体を基準として、少なくとも０．１重量％の極性有機液体を含
む、請求項１６に記載の組成物。
【請求項１９】
前記粒子状固体が、顔料である、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２０】
粒子状固体、有機液体、バインダーおよび第四級アンモニウム塩を含む塗料またはインキ
組成物であって、該第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成物
は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される、
マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む、塗料またはインキ組成物。
【請求項２１】
粒子状固体、有機液体および第四級アンモニウム塩を含むミルベースであって、該第四級
アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成物
は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される、
マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．該第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む、ミルベース。
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【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　（発明の背景）
　本発明の組成物は、第四級アンモニウム塩清浄剤、ならびに吸気弁デポジットを低減し
、上記吸気弁上に存在するデポジットを除去または洗浄するための上記第四級アンモニウ
ム塩清浄剤の燃料組成物中での使用、ならびに媒質（例えば、インキ、コーティング、ミ
ルベース、プラスチックおよび塗料）中での上記第四級アンモニウム塩清浄剤の使用に関
する。本出願において、用語清浄剤および分散剤は、交換可能に使用され得、および同じ
意味を有する。
【０００２】
　液体燃料が機関動作の間に分解しデポジットを形成し得る構成要素を含むことは周知で
ある。これらのデポジットは、より高い排気物およびより乏しい燃料経済を生じる、燃料
の不完全な燃焼を導き得る。燃料添加物（例えば、清浄剤）は、液体燃料における制御を
助け、またはデポジット形成を最小化する周知の添加物である。機関の原動力および体系
が継続的に進歩するにつれて、燃料の必要条件はこれらの機関の進歩についていくために
発展しなければならない。例えば、現在の機関は、より低い耐性を有し、およびより高い
圧力において動作して圧力チャンバーまたは燃焼チャンバーに対する燃料のスプレーを促
進する噴射系を有する。これらの新しい機関におけるデポジットの防止およびデポジット
の低減は、現在の機関の最適動作に対して不可欠になってきた。燃料添加物技術における
進歩（例えば、清浄剤）は、燃料がこれらの機関の進歩についていくことを可能にする。
したがって、現在の機関の最適動作を促進するために液体燃料において受容可能な性能を
提供することが可能な清浄剤への必要性が存在する。
【０００３】
　特許文献１は、２部のポリヒドロキシカルボン酸と１部のジアルキレントリアミンとの
反応により得られ得るポリエステルアミン清浄剤を開示する。
【０００４】
　特許文献２は、スクシンイミドの第四級アンモニウム塩を含む自動車用燃料組成物を開
示する。上記第四級アンモニウム塩は、ハロゲン化物イオン、スルホン酸イオン、または
カルボン酸イオンという対イオンを有する。
【０００５】
　特許文献３および特許文献４は、スクシンイミドの第四級アンモニウム塩を含む燃料組
成物を開示し、ここでアンモニウムイオンは、複素環式芳香族（ピリジニウムイオン）で
ある。
【０００６】
　特許文献５は、ピリジニウム塩で塩を形成した８００～１４００のＭｗを有するＣ２～
Ｃ４ポリオレフィンを含む燃料または潤滑油組成物を開示する。
【０００７】
　特許文献６は、ポリアルキルコハク酸無水物とポリアミノヒドロキシアルキル第四級ア
ンモニウム塩との反応生成物を含む燃料組成物を開示する。
【０００８】
　特許文献７は、トリエチレンジアミンに結合され、３５０～３０００のＭｗを有する炭
化水素の第四級アンモニウム塩を含む潤滑油または燃料を開示する。この第四級アンモニ
ウム塩のカウンターイオンは、ハロゲン化物、リン酸イオン、アルキルリン酸イオン、ジ
アルキルリン酸イオン、ホウ酸イオン、アルキルホウ酸イオン、亜硝酸イオン、硝酸イオ
ン、炭酸イオン、重炭酸イオン、アルカン酸イオン、およびＯ，Ｏ－ジアルキルジチオリ
ン酸イオンから選択される。
【０００９】
　特許文献８および特許文献９は、エステル－ラクトンの第四級アンモニウム塩を含む燃
料組成物を開示する。
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【００１０】
　特許文献１０は、３５０～３０００のＭｗを有する炭化水素の第四級アンモニウム塩を
含む潤滑油または燃料を開示し；そして第四級窒素に対する残りの基はＣ１～Ｃ２０アル
キル、Ｃ２～Ｃ８ヒドロキシアルキル、Ｃ２～Ｃ２０アルケニルまたは環式基の群から選
択される。
【００１１】
　したがって本発明は、デポジットの形成の低減、最小化、および制御によって、最適な
機関動作、すなわち、燃料経済の向上、より良好な乗物の動作、低減された排気およびよ
り少ない機関の維持費を促進する。
【００１２】
　多くの処方物（例えば、インキ、塗料、ミルベース、およびプラスチック材料）は、有
機媒質中に粒子状固体を均一に分布させるために有効な分散剤を必要とする。上記有機媒
質は、極性有機媒質から非極性有機媒質まで変わり得る。末端塩基性基（例えば、ポリ（
低級アルキレン）イミン鎖）を含む分散剤が周知であり、そして一般に、ポリイミンと末
端酸性基を含むポリエステル鎖とを反応させることにより調製され、この反応はアミドお
よび塩形態の混合物を生じる。しかし、多くのこれらの分散剤は、粘度および安定性性質
に対して限定的な性能を有し、印刷インキまたは塗料と組み合わせられる場合、このイン
キおよび塗料に低い流れ特性を与える。したがって、受容可能な流れ特性を提供でき、そ
して安定性性質を有する分散剤の必要性がある。
【００１３】
　特許文献１１は、非塩形成スクシンイミド分散剤より誘導される分散剤を使用しての銅
フタロシアニン産物のための方法を開示する。このスクシンイミド分散剤は、アルキレン
アミンおよびポリイソブチレンコハク酸無水物より誘導される。
【００１４】
　特許文献１２は、少なくとも１つのカルボン酸基またはその塩、および少なくとも１つ
のカップリング剤を有するポリマーを含むポリマー改変顔料を開示する。上記ポリマーは
、アシル化剤（例えば、酢酸無水物またはコハク酸無水物）と反応したポリアミン誘導体
を含む。
【００１５】
　特許文献１３は、ポリヒドロキシカルボン酸とジアミン（特にアルキレンジアミン）お
よびそれらの塩との反応より得られるポリエステルアミン分散剤を開示する。
【００１６】
　したがって、インキ、コーティング、ミルベース、プラスチックおよび塗料と組み合わ
された場合に、上記インキ、コーティング、ミルベース、プラスチックまたは塗料に受容
可能な流れ特性を与える、受容可能な性能を有する分散剤を有することが利点である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】米国特許第５，０００，７９２号明細書
【特許文献２】米国特許第４，１７１，９５９号明細書
【特許文献３】米国特許第４，３３８，２０６号明細書
【特許文献４】米国特許第４，３２６，９７３号明細書
【特許文献５】米国特許第４，１０８，８５８号明細書
【特許文献６】米国特許第５，２５４，１３８号明細書
【特許文献７】米国特許第４，０５６，５３１号明細書
【特許文献８】米国特許第４，２５３，９８０号明細書
【特許文献９】米国特許第４，３０６，０７０号明細書
【特許文献１０】米国特許第３，７７８，３７１号明細書
【特許文献１１】米国特許第５，７２１，３５８号明細書
【特許文献１２】米国特許出願公開第２００３／０２１３４１０号明細書



(6) JP 2010-502787 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

【特許文献１３】英国特許第１，３７３，６６０号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　（発明の要旨）
　本発明は、第四級アンモニウム塩を含む組成物を提供し、上記第四級アンモニウム塩は
、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【００１９】
　本発明はさらに、内燃機関に燃料を供給する方法を提供し、上記方法は、
Ａ．上記機関に：
　ｉ．室温で液体の燃料；および
　ｉｉ．   第四級アンモニウム塩
を供給する工程を含み、上記第四級アンモニウム塩は、
　　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、該マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
　の反応生成物を含む。
【００２０】
　本発明は加えて、内燃機関を潤滑する方法を提供し、上記方法は、
Ａ．上記機関のクランク室に：
　ｉ．潤滑粘度の油；ならびに
　ｉｉ．第四級アンモニウム塩
を供給する工程を含み、上記第四級アンモニウム塩は、
　　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生
成物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製され
る、マンニッヒ反応生成物；および
　　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
　の反応生成物を含む。
【００２１】
　本発明はさらに、（ｉ）粒子状固体；（ｉｉ）有機媒質；および（ｉｉｉ）第四級アン
モニウム塩を含む組成物を提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【００２２】
　本発明はさらに、粒子状固体、有機液体、バインダーおよび第四級アンモニウム塩を含
む塗料またはインキ組成物を提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
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【００２３】
　本発明はさらに、粒子状固体、有機液体および第四級アンモニウム塩を含むミルベース
を提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　（発明の詳細な説明）
　種々の好ましい特徴および実施形態が、非限定的な例証として以下に記載される。
【００２５】
　（発明の分野）
　本発明は、第四級アンモニウム塩、上記第四級アンモニウム塩を含む燃料組成物、およ
び上記燃料組成物を用いて内燃機関を作動させる方法を含む。本発明の組成物および方法
は、機関内のデポジットの形成を最小化し、低減し、および制限し、燃料消費を低減し、
運転のしやすさおよび自動車の維持を促進し、ならびに排気を低減して、最適機関動作を
可能にする。
【００２６】
　（燃料）
　本発明の組成物は、室温で液体であり、機関に燃料を供給するのに有用な燃料を含み得
る。燃料は、通常周囲温度、例えば室温（２０～３０℃）で液体である。燃料は、炭化水
素燃料、非炭化水素燃料またはこれらの混合物であり得る。炭化水素燃料は、ＡＳＴＭ規
格Ｄ４８１４により規定されるガソリンを含む石油留出物またはＡＳＴＭ規格Ｄ９７５に
より規定されるディーゼル燃料であり得る。本発明のある実施形態において、燃料はガソ
リンであり、そして他の実施形態において、燃料は加鉛ガソリンまたは無鉛ガソリンであ
る。本発明の別の実施形態において、燃料はディーゼル燃料である。炭化水素燃料は、気
体から液体への方法により調製される炭化水素であり得、例えばフィッシャー・トロプシ
ュ方法のような方法によって調製される炭化水素を含む。非炭化水素燃料は、しばしばオ
キシジェネートとして示される酸素含有組成物であり得、アルコール、エーテル、ケトン
、カルボン酸エステル、ニトロアルカンまたはこれらの混合物を含む。非炭化水素燃料と
しては、例えば、メタノール、エタノール、メチルｔ－ブチルエーテル、メチルエチルケ
トン、エステル交換された油および／または植物および動物の油脂（例えば、菜種メチル
エステルおよび大豆メチルエステル）ならびにニトロメタンが挙げられ得る。本発明のい
くつかの実施形態において、燃料は、１重量パーセント、または１０重量パーセント、ま
たは５０重量パーセント、または８５重量パーセントまでである、重量基準のオキシジェ
ネート含有量を有し得る。炭化水素および非炭化水素燃料の混合物としては、例えば、ガ
ソリンならびにメタノールおよび／またはエタノール、ディーゼル燃料およびエタノール
、ならびにディーゼル燃料およびエステル交換された植物油（例えば、菜種メチルエステ
ル）が挙げられ得る。本発明の実施形態において、液体燃料は、炭化水素燃料、非炭化水
素燃料、またはこれらの混合物の中の水のエマルジョンであり得る。本発明のいくつかの
実施形態において、燃料は、５０００ｐｐｍ以下、１０００ｐｐｍ以下、３００ｐｐｍ以
下、２００ｐｐｍ以下、３０ｐｐｍ以下、または１０ｐｐｍ以下である、重量基準の硫黄
含有量を有し得る。別の実施形態において、燃料は、１～１００ｐｐｍの重量基準の硫黄
含有量を有し得る。１つの実施形態において、燃料は、０ｐｐｍ～１０００ｐｐｍ、また
は０～５００ｐｐｍ、または０～１００ｐｐｍ、または０～５０ｐｐｍ、または０～２５
ｐｐｍ、または０～１０ｐｐｍ、または０～５ｐｐｍのアルカリ金属、アルカリ土類金属
、遷移金属またはこれらの混合物を含む。別の実施形態において、燃料は重量に対して１
～１０ｐｐｍのアルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金属またはこれらの混合物を含む
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。アルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金属またはこれらの混合物を含む燃料は、より
大きいデポジットを形成する傾向を有し、したがって噴射器をふさぐまたは詰まらせるこ
とが当該分野で周知である。本発明の燃料は、燃料組成物中に主要量で存在し得、一般に
５０重量パーセントより多く、そして他の実施形態において、９０重量パーセントより多
く、９５重量パーセントより多く、９９．５重量パーセントより多く、または９９．８重
量パーセントより多く存在する。
【００２７】
　（第四級アンモニウム塩）
　本発明の組成物は、第四級アンモニウム塩を含み、上記第四級アンモニウム塩は、（ａ
）第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成物は
、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される、マ
ンニッヒ反応生成物、および（ｂ）上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切
な第四級化剤の反応生成物を含み、ここで上記第四級化剤は、硫酸ジアルキル、アルキル
ハロゲン化物、ヒドロカルビル置換カーボネート、酸と組み合わされたヒドロカルビルエ
ポキシド、およびこれらの混合物からなる群より選択される。
【００２８】
　第四級アンモニウム塩の例およびその調製方法は、以下の特許に記載され、これらは本
明細書に参考として援用される：米国特許第４，２５３，９８０号、米国特許第３，７７
８，３７１号、米国特許第４，１７１，９５９号、米国特許第４，３２６，９７３号、米
国特許第４，３３８，２０６号、および米国特許第５，２５４，１３８号。
【００２９】
　（マンニッヒ反応生成物）
　本発明のマンニッヒ反応生成物は、第三級アミノ基を有し、ヒドロカルビル置換フェノ
ールと、アルデヒドと、アミンとの反応生成物より調製される。
【００３０】
　ヒドロカルビル置換フェノールのヒドロカルビル置換基は、１０～４００個の炭素原子
を有し得、別の例において、３０～１８０個の炭素原子を有し得、そしてさらなる例にお
いて、１０または４０～１１０個の炭素原子を有し得る。このヒドロカルビル置換基は、
オレフィンまたはポリオレフィンから誘導され得る。有用なオレフィンとしては、市販の
α－オレフィン（例えば１－デセン）が挙げられる。
【００３１】
　ヒドロカルビル置換基を形成し得るポリオレフィンは、周知の重合方法によってオレフ
ィンモノマーを重合させることにより調製され得、また市販されている。上記オレフィン
モノマーとしては、２～１０個の炭素原子を有するモノオレフィン（例えば、エチレン、
プロピレン、１－ブテン、イソブチレン、および１－デセン）を含むモノオレフィンが挙
げられる。特に有用なモノオレフィン供給源は、３５～７５重量パーセントブテン含有量
および３０～６０重量パーセントイソブテン含有量を有するＣ４精製流（ｒｅｆｉｎｅｒ
ｙ　ｓｔｒｅａｍ）である。有用なオレフィンモノマーはまた、ジオレフィン（例えば、
イソプレンおよび１，３－ブタジエン）を含む。オレフィンモノマーはまた、２つ以上の
モノオレフィンの混合物、２つ以上のジオレフィンの混合物、または１つ以上のモノオレ
フィンおよび１つ以上のジオレフィンの混合物を含み得る。有用なポリオレフィンとして
は、４００～３０００の数平均分子量を有するポリイソブチレンが挙げられ、別の例にお
いて、４００～２５００の数平均分子量を有するポリイソブチレンが挙げられ、そしてさ
らなる例において、４００または５００～１５００の数平均分子量を有するポリイソブチ
レンが挙げられる。上記ポリイソブチレンは、５～６９パーセントのビニリデン二重結合
の含有量を有し得、第二の例において、５０～６９パーセントのビニリデン二重結合の含
有量を有し得、第三の例において、５０～９５パーセントのビニリデン二重結合の含有量
を有し得る。上記ポリオレフィンは、単一のオレフィンモノマーから調製されるホモポリ
マー、または２つ以上のオレフィンモノマーの混合物から調製されるコポリマーであり得
る。またヒドロカルビル置換基供給源として可能なものは、２つ以上のホモポリマーの混
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合物、２つ以上のコポリマーの混合物、または１つ以上のホモポリマーおよび１つ以上の
コポリマーの混合物である。
【００３２】
　ヒドロカルビル置換フェノールは、周知のアルキル化方法を用いて上記に記載のオレフ
ィンまたはポリオレフィン（例えば、ポリイソブチレンまたはポリプロピレン）でフェノ
ールをアルキル化することにより、調製され得る。
【００３３】
　マンニッヒ清浄剤を形成するのに使用されるアルデヒドは、１～１０個の炭素原子を有
し得、そして一般に、ホルムアルデヒドまたはその反応等価体（例えば、ホルマリンまた
はパラホルムアルデヒド）である。
【００３４】
　マンニッヒ清浄剤を形成するのに使用されるアミンは、モノアミンまたはポリアミンで
あり得る。いずれの場合においても、これらアミンは式Ｒ４Ｒ５ＮＨによって特徴付けら
れ、式中、Ｒ４およびＲ５はそれぞれ独立して、水素、炭化水素、アミノ置換炭化水素、
ヒドロキシ置換炭化水素、アルコキシ置換炭化水素、またはアシルイミドイル基であり、
ただし、Ｒ４およびＲ５の１つ以下が水素である。したがって、すべての場合において、
これらアミンは、その構造中での少なくとも１つのＨ－Ｎ＜基の存在によって特徴付けら
れる。したがって、これらアミンは、少なくとも１つの第一級（すなわち、Ｈ２Ｎ－）基
、または第二級アミノ（すなわち、Ｈ－Ｎ＜）基を有する。モノアミンの例としては、エ
チルアミン、ジメチルアミン、ジエチルアミン、ｎ－ブチルアミン、ジブチルアミン、ア
リルアミン、イソブチルアミン、ココアミン、ステアリルアミン、ラウリルアミン、メチ
ルラウリルアミン、オレイルアミン、Ｎ－メチル－オクチルアミン、ドデシル－アミン、
ジエタノールアミン、モルホリン、およびオクタデシルアミンが挙げられる。
【００３５】
　清浄剤を誘導するポリアミンは、大部分が、以下の式
【００３６】
【化１】

と一致するアルキレンアミンを主に含む（式中、ｔは代表的に１０未満の整数であり、Ａ
は水素、または代表的に３０個までの炭素原子を有するヒドロカルビル基であり、そして
アルキレン基は、代表的に８個未満の炭素原子を有するアルキレン基である）。上記アル
キレンアミンとしては、主に、エチレンアミン、ヘキシレンアミン、ヘプチレンアミン、
オクチレンアミン、他のポリメチレンアミンが挙げられる。上記アルキレンアミンは、特
に、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、プロピレンジ
アミン、デカメチレンジアミン、オクタメチレンジアミン、ジ（ヘプタメチレン）トリア
ミン、トリプロピレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、トリメチレンジアミン、
ペンタエチレンヘキサミン、ジ（－トリメチレン）トリアミン、アミノプロピルモルホリ
ンおよびジメチルアミノプロピルアミンにより例示される。２つ以上の上記に示されるア
ルキレンアミンを縮合することにより得られるような高次の同族体は同様に有用である。
テトラエチレンペンタミンは、特に有用である。
【００３７】
　エチレンアミンは、またポリエチレンポリアミンとしても示されるが、特に有用である
。このエチレンアミンは、標題「Ｅｔｈｙｌｅｎｅ　Ａｍｉｎｅｓ」（Ｅｎシクロｐｅｄ
ｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｋｉｒｋ　ａｎｄ　Ｏｔｈｍｅ
ｒ，第５巻，８９８－９０５頁，Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，Ｎ
ｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９５０））にいくらか詳細に記載される。
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【００３８】
　１つの実施形態において、マンニッヒ清浄剤は、米国特許第５，６９７，９８８号に記
載のように、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応により調
製され得る。１つの実施形態において、マンニッヒ反応生成物は、ポリイソブチレンと、
ホルムアルデヒドと、アミンから誘導されるアルキルフェノールより調製され得、上記ア
ミンは、第一級モノアミン、第二級モノアミン、またはアルキレンジアミン、特にエチレ
ンジアミンまたはジメチルアミンである。
【００３９】
　別の実施形態において、本発明のマンニッヒ反応生成物は、アルキル置換ヒドロキシ芳
香族化合物と、アルデヒドと、ポリアミンとを、米国特許第５，８７６，４６８号に記載
される方法を含む周知の方法によって反応することにより調製され得る。
【００４０】
　なお別の実施形態において、マンニッヒ反応生成物は、米国特許５，８７６，４６８号
に記載されるように、一般にヒドロカルビル置換ヒドロキシ芳香族化合物と、アルデヒド
と、アミンとを５０～２００℃の間の温度で溶媒または希釈剤の存在下で、反応水を除去
しながら反応させることを含む周知の方法により調製され得る。
【００４１】
　いくつかのアミンに関しては、さらに上記マンニッヒ反応生成物を、エポキシド、また
はカーボネート、または他のアルキル化剤と反応させて、第三級アミノ基を得ることが必
要であり得る。
【００４２】
　（第四級化剤）
　本発明の組成物は、第三級アミノ基を第四級窒素に変換するために適切な第四級化剤を
含み、ここで第四級化剤は、硫酸ジアルキル、アルキルハロゲン化物、ヒドロカルビル置
換カーボネート、酸と組み合わされたヒドロカルビルエポキシド、およびこれらの混合物
からなる群から選択される。
【００４３】
　１つの実施形態において、第四級化剤としては、ハロゲン化物（例えば、塩化物、ヨウ
化物または臭化物）；水酸化物；スルホネート；アルキル硫酸エステル（例えばジメチル
硫酸エステル）；スルトン；ホスフェート；Ｃ１－１２アルキルリン酸エステル；ジＣ１

－１２アルキルリン酸エステル；ボレート；C１－１２アルキルホウ酸エステル；ニトラ
イト；ニトレート；カーボネート；ジカーボネート；アルカノエート；Ｏ，Ｏ－ジＣ１－

１２アルキルジチオスルホン酸エステル；またはこれらの混合物が挙げられ得る。
【００４４】
　１つの実施形態において、第四級化剤は、ジメチル硫酸エステルなどのジアルキル硫酸
エステル、Ｎ－オキシド、スルトン（例えば、プロパンスルトンおよびブタンスルトン）
；アルキルハロゲン化物またはアリールアルキルハロゲン化物（例えば、メチルおよびエ
チルの塩化物、臭化物もしくはヨウ化物、または塩化ベンジル）、ならびにヒドロカルビ
ル（もしくはアルキル）置換カーボネートから誘導され得る。上記アルキルハロゲン化物
が塩化ベンジルである場合、この芳香族環は必要に応じてさらにアルキル基またはアルケ
ニル基で置換される。
【００４５】
　ヒドロカルビル置換カーボネートのヒドロカルビル（またはアルキル）基は、１つの基
に対して、１～５０個、１～２０個、１～１０個または１～５個の炭素原子を含み得る。
１つの実施形態において、ヒドロカルビル置換カーボネートは、同じでも異なっていても
よい２つのヒドロカルビル基を含む。適切なヒドロカルビル置換カーボネートの例として
は、ジメチルカーボネートまたはジエチルカーボネートが挙げられる。
【００４６】
　別の実施形態において、第四級化剤は、酸と組み合わされた以下の式
【００４７】
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【化２】

によって示されるヒドロカルビルエポキシドであり得、式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３およびＲ

ｓは、独立してＨまたはＣ１－５０ヒドロカルビル基であり得る。
【００４８】
　ヒドロカルビルエポキシドの例としては、スチレンオキシド、エチレンオキシド、プロ
ピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチルベンオキシドおよびＣ２－５０エポキシドが
挙げられ得る。
【００４９】
　（流動化剤）
　本発明の組成物は、加えて流動化剤を含み得る。
【００５０】
　１つの実施形態において、流動化剤はポリエーテルアミンであり得、式Ｒ［ＯＣＨ２Ｃ
Ｈ（Ｒ１）］ｎＡによって示され得、式中、Ｒは、ヒドロカルビル基であり、Ｒ１は、水
素、１～１６個の炭素原子のヒドロカルビル基およびこれらの混合物からなる群より選択
され、ｎは２～約５０の数であり、そしてＡは、－ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ２Ｒ２およ
び－ＮＲ３Ｒ３からなる群より選択され、式中、各Ｒ２は独立して、水素またはヒドロカ
ルビルであり、そして各Ｒ３は独立して、水素、ヒドロカルビル、または－［Ｒ４Ｎ（Ｒ
５）］ｐＲ６であり、式中、Ｒ４は、Ｃ２－Ｃ１０アルキレンであり、Ｒ５およびＲ６は
独立して水素またはヒドロカルビルであり、そしてｐは１～７の数である。これらのポリ
エーテルアミンは、アルコールまたはアルキルフェノールをアルキレンオキシド、アルキ
レンオキシドの混合物またはいくつかのアルキレンオキシドと、連続した様式で、水素含
有化合物とアルキレンオキシドが１：２－５０のモル比ではじめに縮合してポリエーテル
中間体を形成することにより調製され得る。米国特許第５，０９４，６６７号は、ポリエ
ーテル中間体を調製する反応条件を提供し、この特許の開示は本明細書中に参考として援
用される。１つの実施形態において、アルコールは１～３０個の炭素原子の直鎖または分
枝鎖であり得、別の実施形態において、６～２０個の炭素原子の直鎖または分枝鎖であり
得、なお別の実施形態において、１０～１６個の炭素原子の直鎖または分枝鎖であり得る
。アルキルフェノールのアルキル基は、１～３０個の炭素原子であり得、別の実施形態に
おいて、１０～２０個の炭素原子であり得る。アルキレンオキシドの例としては、エチレ
ンオキシド、プロピレンオキシド、またはブチレンオキシドが挙げられる。ポリエーテル
中間体におけるアルキレンオキシド単位の数は、１０－３５または１８－２７であり得る
。ポリエーテル中間体は、アンモニア、アミン、またはポリアミンによるアミノ化によっ
てポリエーテルアミンに変換され得、Ａが－ＮＲ３Ｒ３であるタイプのポリエーテルアミ
ンを形成する。欧州特許出願公開第３１０８７５号は、アミノ化反応の反応条件を提供し
、この出願公開の開示は本明細書中に参考として援用される。あるいは、ポリエーテル中
間体はまた、アクリロニトリルとの反応、続く水素化により、Ａが－ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

２ＮＲ２Ｒ２であるタイプのポリエーテルアミンに変換され得る。米国特許第５，０９４
，６６７号は、シアノエチル化および続く水素化の反応条件を提供し、この特許の開示は
本明細書中に参考として援用される。Ａが－ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ２であるポリエー
テルアミンが代表的に好ましい。市販のポリエーテルアミンの例は、Ｃｈｅｖｒｏｎから
のＴｅｃｈｒｏｎ（登録商標）の種類およびＨｕｎｔｓｍａｎからのＪｅｆｆａｍｉｎｅ
（登録商標）の種類である。
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【００５１】
　別の実施形態において、流動化剤はポリエーテルであり得、式Ｒ７Ｏ［ＣＨ２ＣＨ（Ｒ
８）Ｏ］ｑＨで示され得、式中、Ｒ７はヒドロカルビル基であり、Ｒ８は水素、１～１６
個の炭素原子のヒドロカルビル基およびこれらの混合物からなる群より選択され、そして
ｑは２～約５０の数である。調製のための反応条件およびポリエーテルの種々の実施形態
は、上述のポリエーテル中間体のためのポリエーテルアミンの説明に示される。市販のポ
リエーテルの例は、Ｌｙｏｎｄｅｌｌ　ＮＤ（登録商標）シリーズである。他の適切なポ
リエーテルはまた、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ｈｕｎｔｓｍａｎ、およびＩＣＩから
市販されている。
【００５２】
　なお別の実施形態において、流動化剤は、米国特許第５，５０３，６４４号に記載のヒ
ドロカルビル末端ポリ－（オキシアルキレン）アミノカーバメートであり得る。
【００５３】
　なお別の実施形態において、流動化剤は、アルコキシレートであり得、ここで上記アル
コキシレートは、（ｉ）２つ以上のエステル末端基を含むポリエーテル；（ｉｉ）１つ以
上のエステル基および１つ以上の末端エーテル基を含むポリエーテル；または（ｉｉｉ）
１つ以上のエステル基および１つ以上の末端アミノ基を含むポリエーテルを含み得、ここ
で末端基は、ポリマーの末端から５つの連結する炭素または酸素原子内に位置する基とし
て定義される。連結は、ポリマーまたは末端基における炭素および酸素原子の連結の合計
として定義される。
【００５４】
　アルコキシレートは、式
【００５５】
【化３】

として示され得、式中、Ｒ１０は、Ｈ、ＴＣ（Ｏ）－、またはＣ１－３６ヒドロカルビル
基であり、式中、Ｔは獣脂脂肪酸中またはロジン酸を含まない脂肪酸中のＣ１－３６脂肪
酸ヒドロカルビル混合物であり；Ｒ２０は、Ｈ、Ａ、ＷＣ（Ｏ）－、またはこれらの混合
物であり、ここでＡは、－ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ２Ｒ２および－ＮＲ３Ｒ３からなる
群より選択され、各Ｒ２は独立して、水素またはヒドロカルビルであり、そして各Ｒ３は
独立して、水素、ヒドロカルビル、または－［Ｒ４Ｎ（Ｒ５）］ｐＲ６であり、ここでＲ
４はＣ２－Ｃ１０アルキレンであり、Ｒ５およびＲ６は、独立して水素またはヒドロカル
ビルであり、そしてｐは１－７の数であり、Ｗは、Ｃ１－３６ヒドロカルビル基であり；
Ｒ１は、水素、１～１６個の炭素原子のヒドロカルビル基からなる群より選択され；Ｘは
、１～３６の整数であり；Ｚは１～３の整数であり；ＱはＯまたはＮであり得；ただし、
ＱがＮである場合、ｄは０～２の整数であり得、そしてＺは３－ｄの整数であり；ＱがＯ
である場合、ｄは０～１の整数であり得、そしてＺは２－ｄの整数であり、そしてＱがＯ
であり、そしてＲ１はＣ１－３６ヒドロカルビル基である場合、Ｒ２はＷＣ（Ｏ）－であ
る。
【００５６】
　上記アルコキシレートの例としては、Ｃ１２－１５アルコール開始ポリプロピレンオキ
シド（２２－２４）エーテルアミン、Ｂａｙｅｒ　ＡＣＴＡＣＬＥＡＲ　ＮＤ２１－ＡＴ

Ｍ（Ｃ１２－１５アルコール開始ポリプロピレンオキシド（２２－２４）エーテル－オー
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ル）、トールオイル脂肪酸開始ポリプロピレンオキシド（２２－２４）エステル－オール
、ブタノール開始ポリプロピレンオキシド（２３－２５）エーテル－獣脂脂肪酸エステル
、グリセロールジオレエート開始ポリプロピレンオキシド（２３－２５）エーテル－オー
ル、プロピレングリコール開始ポリプロピレンオキシド（３３－３４）エーテル獣脂脂肪
酸エステル、獣脂脂肪酸開始ポリプロピレンオキシド（２２－２４）エステル－オールお
よびＣ１２－１５アルコール開始ポリプロピレンオキシド（２２－２４）エーテル獣脂脂
肪酸エステルが挙げられ得る。
【００５７】
　これらのアルコキシレートは、酸性触媒、通常はメタンスルホン酸の存在下での、例え
ば、トールオイル脂肪酸（ＴＯＦＡ）、すなわち、大部分がオレイン酸およびリノール酸
の脂肪酸の混合物であり、ならびに、大部分がステアリン酸、パルミチン酸、およびオレ
イン酸の脂肪酸の混合物である残りのロジン酸または獣脂酸を含む脂肪酸と、アルコール
末端ポリエーテル（例えば、ポリプロピレングリコール）との反応により作製され得る。
これらのアルコキシレートはまた、触媒存在下での、グリセロールジオレエートとプロピ
レンオキシドとの反応より作製され得る。
【００５８】
　（潤滑粘度の油）
　本発明の組成物は、潤滑粘度の油を含み得る。潤滑粘度の油としては、潤滑粘度の天然
油または合成油、水素化分解油、水素化油、水素化仕上げ（ｈｙｄｒｏｆｉｎｉｓｈｉｎ
ｇ）油、非精製油、精製油および再精製油またはこれらの混合物から誘導される油が挙げ
られる。１つの実施形態において、潤滑粘度の油は、分散剤および／または他の性能添加
物のためのキャリアー流体である。
【００５９】
　天然油としては、動物油、植物油、鉱油、またはこれらの混合物が挙げられる。合成油
としては、炭化水素油、シリコーンベースの油、リン含有酸の液体エステルが挙げられる
。合成油は、フィッシャー・トロプシュ反応により生成され得、そして代表的に水素異性
化フィッシャー・トロプシュ炭化水素またはワックスであり得る。
【００６０】
　潤滑粘度の油はまた、ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ　Ｉｎｓｔｉｔ
ｕｔｅ　（ＡＰＩ）　Ｂａｓｅ　Ｏｉｌ　Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅａｂｉｌｉｔｙ　Ｇｕ
ｉｄｅｌｉｎｅｓに明記されるように規定され得る。１つの実施形態において、潤滑粘度
の油は、ＡＰＩグループＩ、ＩＩ、ＩＩＩ、ＩＶ、Ｖまたはこれらの混合物を含み、そし
て別の実施形態において、ＡＰＩグループＩ、ＩＩ、ＩＩＩまたはこれらの混合物を含む
。
【００６１】
　（種々のもの）
　組成物は必要に応じて、１つ以上の追加の性能添加物を含む。性能添加物としては、金
属不活性化剤、清浄剤、分散剤、粘度改質剤、摩擦調整剤、分散粘度改質剤、極圧剤、耐
磨耗剤、酸化防止剤、腐食防止剤、消泡剤、解乳化剤、流動点降下剤、シール膨張剤、ワ
ックス制御ポリマー、スケール抑制剤、ガス－ハイドレート抑制剤およびこれらの混合物
が挙げられ得る。
【００６２】
　油を含まない状態をベースにして存在する追加の性能添加物の全合計量は、組成物の０
重量％～２５重量％、または０．０１重量％～２０重量％の範囲である。１つ以上の他の
性能添加物は存在し得るが、他の性能添加剤はお互いに異なる量で存在することが一般的
である。
【００６３】
　１つの実施形態において、組成物は、濃縮物形成量であり得る。本発明が濃縮物の形態
であり得る場合（この濃縮物は、仕上げられた潤滑剤および／または液体燃料を完全また
は部分的に形成するために追加の油と組合され得る）、潤滑粘度の油および／または液体
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燃料中の本発明の添加物および／または他の追加の性能添加剤と希釈剤油との比は、重量
で８０：２０～１０：９０の範囲である。
【００６４】
　酸化防止剤としては、モリブデンジチオカーバメート、硫化オレフィン、ヒンダードフ
ェノール、ジフェニルアミンが挙げられ；清浄剤としては、１つ以上のフェネート、硫化
フェネート、スルホネート、カルボン酸、リン酸、モノ－および／またはジ－チオリン酸
、サリゲニン、アルキルサリチレート、サリキサレート（ｓａｌｉｘａｒａｔｅ）との、
中性またはオーバーベース化の、ニュートンまたは非ニュートンの、アルカリ金属、アル
カリ土類金属および遷移金属の塩基性塩が挙げられる。
【００６５】
　分散剤としては、Ｎ置換長鎖アルケニルスクシンイミドならびにこれらの処理後の型が
挙げられ、処理後の分散剤としては、ウレア、チオウレア、ジメルカプトチアジアゾール
、二硫化炭素、アルデヒド、ケトン、カルボン酸、炭化水素置換コハク酸無水物、ニトリ
ル、エポキシド、ホウ素化合物およびリン化合物との反応によるものが挙げられる。
【００６６】
　耐磨耗剤としては、金属チオリン酸塩、特に亜鉛ジアルキルジチオリン酸塩；そのリン
酸エステルまたは塩；ホスファイト；ならびにリン含有カルボン酸エステル、エーテルお
よびアミドが挙げられる。
【００６７】
　抗スカッフィング剤（ａｎｔｉ－ｓｃｕｆｆｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）としては、有機スル
フィドおよびポリスルフィド、例えば、ベンジルジスルフィド、ビス－（クロロベンジル
）ジスルフィド、ジブチルテトラスルフィド、ジ－ターシャリーブチルポリスルフィド、
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルスルフィド、硫化ディールス－アルダー付加物またはアルキルスル
フェニルＮ’Ｎ－ジアルキルジチオカーバメートが挙げられる。
【００６８】
　極圧（ＥＰ）剤としては、塩素化ワックス；有機スルフィドおよびポリスルフィド（例
えば、ベンジルジスルフィド、ビス－（クロロベンジル）ジスルフィド、ジブチルテトラ
スルフィド）、オレイン酸の硫化メチルエステル、硫化アルキルフェノール、硫化ジペン
テン、硫化テルペン、および硫化ディールス－アルダー付加物；ホスホ硫化炭化水素；お
よび金属チオカーバメート（例えば、亜鉛ジオクチルジチオカーバメート）が挙げられる
。
【００６９】
　摩擦調整剤としては、脂肪アミン；エステル（例えば、ホウ酸グリセロールエステル）
；グリセロールの部分エステル（例えば、グリセロールモノオレエート）；脂肪ホスファ
イト；脂肪酸アミド；脂肪エポキシド；ホウ酸脂肪エポキシド；アルコキシ化脂肪アミン
；ホウ酸アルコキシ化脂肪アミン；脂肪酸の金属塩；脂肪イミダゾリン；カルボン酸およ
びポリアルキレン－ポリアミンの縮合生成物；ならびにアルキルリン酸のアミン塩が挙げ
られる。
【００７０】
　粘度改質剤としては、スチレン－ブタジエンの水素化コポリマー、エチレン－プロピレ
ンポリマー、ポリイソブテン、水素化スチレン－イソプレンポリマー、水素化イソプレン
ポリマー、ポリメタクリル酸エステル、ポリアクリル酸エステル、ポリアルキルスチレン
、アルケニルアリール共役ジエンコポリマー、ポリオレフィン、ポリアルキルメタクリレ
ートおよびマレイン酸無水物－スチレンコポリマーのエステルが挙げられる。
【００７１】
　分散粘度改質剤（しばしば、ＤＶＭと示される）としては、官能基化ポリオレフィン（
例えば、マレイン酸無水物とアミンとの反応生成物により官能基化されたエチレン－プロ
ピレンコポリマー；アミンで官能基化されたポリメタクリレート；ならびにアミンと反応
されたスチレン－マレイン酸無水物コポリマー）が挙げられる。
【００７２】
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　腐食防止剤としては、オクチルアミンオクタノエート；ドデセニルコハク酸またはコハ
ク酸無水物および脂肪酸（例えば、オレイン酸）とポリアミンとの縮合生成物が挙げられ
る。

　金属不活性化剤としては、ジメルカプトチオジアゾールの誘導体、１，２，４－トリア
ゾール、ベンゾイミダゾール、２－アルキルジチオベンゾイミダゾールまたは２－アルキ
ルジチオベンゾチアゾールが挙げられる。
【００７３】
　消泡剤としては、エチルアクリレートと２－エチルヘキシルアクリレートと必要に応じ
て酢酸ビニルとのコポリマーが挙げられる。
【００７４】
　解乳化剤としては、ポリエチレングリコール、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレン
オキシド、および（エチレンオキシド－プロピレンオキシド）ポリマーが挙げられ；流動
点降下剤としては、マレイン酸無水物－スチレンのエステル、ポリメタクリレート，ポリ
アクリレートまたはポリアクリルアミドが挙げられる。
【００７５】
　シール膨張剤としては、Ｅｘｘｏｎ　Ｎｅｃｔｏｎ－３７ＴＭ（ＦＮ　１３８０）およ
びＥｘｘｏｎ　Ｍｉｎｅｒａｌ　Ｓｅａｌ　Ｏｉｌが挙げられる。
【００７６】
　（産業上の利用）
　１つの実施形態において、本発明は、内燃機関のための液体燃料として有用である。内
燃機関としては、火花点火機関および圧縮点火機関；２行程サイクルまたは４行程サイク
ル；直接噴射、間接噴射、ポート噴射および気化器を介して供給される液体燃料；共通レ
ールおよびユニット噴射システム；軽量機関（例えば、乗用車）および重量機関（例えば
、産業用トラック）；ならびに炭化水素燃料および非炭化水素燃料およびこれらの混合物
を燃料供給される機関が挙げられる。上記機関は、例えば以下の要素を組み込んだ、統合
された排気システムの一部であり得、この要素としては例えば、ＥＧＲシステム；三元触
媒、酸化触媒、ＮＯｘ吸収剤および触媒、触媒化されたおよび触媒化されない粒子状トラ
ップ（必要に応じて燃料による（ｆｕｅｌ－ｂｏｒｎｅ）触媒を使用する）を含む後処理
；種々の弁タイミング；ならびに噴射タイミングおよび噴射率成形（ｒａｔｅ　ｓｈａｐ
ｉｎｇ）である。
【００７７】
　別の実施形態において、本発明は、コーティング、インキ、ミルベース、プラスチック
および塗料、特に高固体性塗料；インキ、特にオフセットインキ、グラビアインキ、およ
びスクリーンインキ、放射線硬化性インキ；非水性セラミックプロセス、特にテープコー
ティング（ｔａｐｅ－ｃｏａｔｉｎｇ）、ドクターブレード（ｄｏｃｔｏｒ－ｂｌａｄｅ
）、押し出しおよび噴射成形タイププロセス；複合材、化粧品、接着剤およびプラスチッ
ク材料において有用である。さらに、本発明の組成物は、有機媒質中で粒子状固体が均一
に分布するために有効な分散剤である。適切な粒子状固体の例は、溶媒インキ用の顔料；
塗料およびプラスチック材料用の顔料、エキステンダーおよび充填材；分散性染料；溶媒
染浴、インキおよび他の溶媒適用システムのための光沢剤および繊維助剤；オイルベース
および逆乳化（ｉｎｖｅｒｓｅ－ｅｍｕｌｓｉｏｎ）掘穿泥水（ｄｒｉｌｌｉｎｇ　ｍｕ
ｄ）のための固体；ドライクリーニング流体中の汚物粒子および固体粒子；粒子状セラミ
ック材料；磁性材料および磁気記録媒体；ガラス繊維、スチール繊維、炭素繊維およびホ
ウ素繊維のような複合体材料のための繊維；ならびに有機媒質中の分散物として適用され
る殺生物剤、農薬および医薬である。
【００７８】
　１つの実施形態において、本発明は、（ｉ）粒子状固体；（ｉｉ）有機媒質；および（
ｉｉｉ）第四級アンモニウム塩を含む組成物を提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
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物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【００７９】
　１つの実施形態において、有機媒質は、有機液体またはプラスチック材料である。
【００８０】
　１つの実施形態において、請求項１に記載の組成物において、有機液体は、全有機液体
を基準として少なくとも０．１重量％の極性有機液体を含む。
【００８１】
　１つの実施形態において、粒子状固体は顔料である。
【００８２】
　１つの実施形態において、本発明は、粒子状固体、有機液体、バインダーおよび第四級
アンモニウム塩を含む塗料またはインキ組成物を提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【００８３】
　上記バインダーは、有機液体が揮発する際に、上記組成物と結合可能なポリマー性材料
である。バインダーは、天然材料および合成材料を含むポリマー性材料である。１つの実
施形態において、バインダーとしては、ポリ（メタ）アクリレート、ポリスチレン、ポリ
エステル、ポリウレタン、アルキド、多糖類（例えば、セルロース）および天然タンパク
質（例えば、カゼイン）が挙げられる。１つの実施形態において、上記バインダーは、組
成物中に粒子状固体の量を基準として、１００％より多く、２００％より多く、３００％
より多く、または４００％より多く存在し得る。
【００８４】
　１つの実施形態において、本発明は、粒子状固体、有機液体および第四級アンモニウム
塩を含むミルベースを提供し、上記第四級アンモニウム塩は、
　ａ．第三級アミノ基を有するマンニッヒ反応生成物であって、上記マンニッヒ反応生成
物は、ヒドロカルビル置換フェノールと、アルデヒドと、アミンとの反応より調製される
、マンニッヒ反応生成物；および
　ｂ．上記第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに適切な第四級化剤
の反応生成物を含む。
【００８５】
　１つの実施形態において、固体は、例えば、章表題「Ｐｉｇｍｅｎｔｓ」の下、ｔｈｅ
　Ｃｏｌｏｕｒ　Ｉｎｄｅｘの第三版（１９７１）およびこの後の改訂版、およびその別
冊に記載される、任意の認可された顔料のクラスからの有機顔料である。有機顔料の例は
、アゾ、ジスアゾ、縮合アゾ、チオインジゴ、インダントロン、イソインダントロン、ア
ントラトロン、アントラキノン、イソジベンゾアントロン、トリフェンジオキサジン、キ
ナクリドンおよびフタロシアニンシリーズ、特に銅フタロシアニンおよびその核ハロゲン
化誘導体からの顔料であり、ならびにまた酸性染料、塩基性染料および媒染染料のレーキ
からの顔料である。カーボンブラックは、正確には無機物であるが、その分散性性質にお
いてより有機顔料のように振舞う。１つの実施形態において、有機顔料は、フタロシアニ
ン、特に銅フタロシアニン、モノアゾ、ジスアゾ、インダントロン、アントラトロン、キ
ナクリドンおよびカーボンブラックである。
【００８６】
　無機固体としては、エキステンダーおよび充填材（例えば、タルク、カオリン、シリカ
、バライトおよびチョーク）；粒子状セラミック材料（例えば、アルミナ、シリカ、ジル
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コニア、チタニア、窒化ケイ素、窒化ホウ素、炭化ケイ素、混合ケイ素－アルミニウム窒
化物および金属チタネート）；粒子状磁性材料（たとえば、遷移金属、特に鉄およびクロ
ムの磁性酸化物（例えば、γ－Ｆｅ２Ｏ３、Ｆｅ３Ｏ４、コバルト－ドープされた酸化鉄
、酸化カルシウム、フェライト、特にバリウムフェライト）；ならびに金属粒子、特に金
属の鉄、ニッケル、コバルト、銅およびこれらの合金が挙げられる。
【００８７】
　１つの実施形態において、本発明の反応生成物と粒子状固体との組成物と共に存在し得
る有機媒質は、プラスチック材料である。別の実施形態において、有機媒質は、有機液体
であり得る。有機液体は、非極性有機液体または極性有機液体であり得る。１つの実施形
態において、非極性有機液体は、脂肪族基、芳香族基またはこれらの混合物を含む化合物
である。非極性有機液体としては、非ハロゲン化芳香族炭化水素（例えば、トルエンおよ
びキシレン）、ハロゲン化芳香族炭化水素（例えば、クロロベンゼン、ジクロロベンゼン
、クロロトルエン）、非ハロゲン化脂肪族炭化水素（例えば、６つ以上の炭素原子を含む
、完全飽和および部分的に飽和の、直鎖および分枝鎖脂肪族炭化水素）、ハロゲン化脂肪
族炭化水素（例えば、ジクロロメタン、四塩化炭素、クロロホルム、トリクロロエタン）
および天然の非極性有機物（例えば、植物油、ヒマワリ油、アマニ油、テルペンおよびグ
リセリド）が挙げられる。１つの実施形態において、熱可塑性樹脂としては、ポリオレフ
ィン、ポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリウレタン、ポリスチレン、ポ
リ（メタ）アクリレート，セルロースおよびセルロース誘導体が挙げられる。組成物は、
非常に多くの方法によって調製され得るが、溶解混合および乾燥固体混合が代表的な方法
である。所望されるのであれば、組成物は他の成分、例えば樹脂（これらがまだ有機媒質
を構成しない場合）、バインダー、流動化剤、沈殿防止剤（ａｎｔｉ－ｓｅｄｉｍｅｎｔ
ａｔｉｏｎ　ａｇｅｎｔ）、可塑剤、界面活性剤、消泡剤、レオロジー改変剤、レベリン
グ剤、光沢改変剤（ｇｌｏｓｓ　ｍｏｄｉｆｉｅｒ）および防腐剤を含み得る。
【００８８】
　分散物は、分散物の調製において公知である任意の従来の方法により調製され得る。し
たがって、粒子状固体、有機媒質および分散剤は、任意の順番で混合され得、この混合物
は次いで機械的処理に供されて、分散物が形成されるまで、例えば、ボールミル粉砕、ビ
ーズミル粉砕、砂礫ミル粉砕（ｇｒａｖｅｌ　ｍｉｌｌｉｎｇ）またはプラスチックミル
粉砕により、固体粒子を適切なサイズに粉砕する。あるいは、固体は、その粒子サイズを
減少させるために、独立して、または有機媒質もしくは分散剤のいずれかと混合されて処
理され得、次いで他の成分（単数または複数）を加えられ、そして組成物を得るために混
合物を撹拌する。
【００８９】
　本発明の組成物は、特に液体分散物として適切である。１つの実施形態において、この
ような分散物組成物は、
　（ａ）０．５～７０部の粒子状固体；
　（ｂ）０．５～３０部の上記に記載の第四級アンモニウム塩の化合物；および
　（ｃ）２０～９９部の有機液体；
を含み、ここですべての部は重量基準であり、そしてその量は（ａ）＋（ｂ）＋（ｃ）＝
１００である。このような分散物は、（液体）インキ、塗料、およびミルベースとして有
用である。
【００９０】
　本発明で使用される場合、用語「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロカルビル基」
は、当業者に周知の、通常の意味で使用される。特に、上記用語は、分子の残りに直接結
合される炭素原子を有し、大部分が炭化水素の特徴を有する基を示す。ヒドロカルビル基
の例としては、炭化水素置換基、すなわち、脂肪族置換基(例えば、アルキルまたはアル
ケニル)、脂環式置換基(例えば、シクロアルキル、シクロアルケニル)、ならびに芳香族
－、脂肪族－、および脂環式置換芳香族置換基、ならびに環式置換基（ここで環は分子の
別の部分を介して完成している（例えば、２つの置換基が一緒に環を形成する））；置換



(18) JP 2010-502787 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

炭化水素置換基、すなわち、本発明の状況内で置換基の炭化水素の性質をほとんど変えな
い非炭化水素基を含む置換基(例えば、ハロ(特にクロロおよびフルオロ)、ヒドロキシ、
アルコキシ、メルカプト、アルキルメルカプト、ニトロ、ニトロソ、およびスルホキシ）
；ヘテロ置換基、すなわち大部分が炭化水素の特徴を有する一方で、本発明の状況内で、
炭素原子からなる環または鎖中に炭素以外を含む置換基が挙げられる。ヘテロ原子は、硫
黄、酸素、窒素を含み、ならびにピリジル、フリル、チエニルおよびイミダゾリルのよう
な置換基を包含する。一般に２つ以下の、好ましくは１つ以下の、非炭化水素置換基が、
ヒドロカルビル基の１０個の炭素ごとに存在し、代表的にヒドロカルビル基内に非炭化水
素置換基はない。
【００９１】
　上記に記載のいくつかの材料は、最終処方物中で相互作用し得、その結果、最終処方物
の構成要素が最初に添加した構成要素と異なり得ることは公知である。例えば、金属イオ
ン（例えば、清浄剤の金属イオン）は、他の分子の酸性部位またはアニオン性部位へ移動
し得る。それによって形成される生成物（本発明の組成物を意図される使用において利用
する際に形成される生成物を含む）は、簡単に記載することが可能でない。それにもかか
わらず、すべてのこのような改変および反応生成物は、本発明の範囲内に含まれ、本発明
は、上記に記載の構成要素を混合することにより調製される組成物を包含する。
【実施例】
【００９２】
　実施例
　本発明は、特に有利な実施形態を示す、以下の実施例によりさらに例証される。実施例
は本発明を例証するために提供されるが、本発明を限定することは意図されない。
【００９３】
　本発明の洗浄剤は、改変されたＡＳＴＭ　Ｄ５５００　Ｄｒｉｖｉｎｇ　Ｃｙｃｌｅ　
Ｔｅｓｔにおいて評価される。この試験において使用される自動車は、１．８Ｌの４サイ
クル機関を有するＢＭＷＴＭ　３１８ｉ自動車である。燃料は、１０％エタノールと混合
されたレギュラーの無鉛準等級８５オクタンである。ポリエーテルベースの流動化剤が組
成物に含まれる。吸気弁は、ＢＭＷＴＭ吸気弁型番１１－３４－１－２５４－６２５であ
る。
【００９４】
　この試験において使用される洗浄剤は、１０００Ｍｎポリイソブチレンフェノールと、
ホルムアルデヒドと、ジメチルアミンとの市販のマンニッヒ反応生成物（比較例１）、お
よび以下に記載のような本発明の実験用清浄剤（実施例１）を含む。
【００９５】
　調製実施例Ａ：
　調製実施例Ａは、１０００Ｍｎポリイソブチレン（８００グラム）および希釈剤油ＳＯ
－４４（２４０グラム）から調製されるアルキル化フェノールの混合物より調製され、窒
素を適用し、そしてこの混合物を１００ｒｐｍで撹拌する。この混合物に、ホルマリン（
５５．９グラム）を５０分かけて（滴下して）加える。その後、ジメチルアミン（７３．
３グラム）をさらに５０分かけて（滴下して）加える。全混合物を６８℃に加熱し、そし
て６８℃で１時間維持する。１時間後、混合物を１０６℃に加熱し、そしてさらに２時間
維持する。混合物の温度を１３０℃まで上げ、そして３０分維持し、その後一晩かけて冷
却する。混合物を減圧蒸留（１３０℃、－０．９バール）により精製し、任意の残りの水
を除去する。この生じた化合物はＤＭＡマンニッヒである。
【００９６】
　実施例１
　調製実施例Ａの反応生成物（１７００グラム）、スチレンオキシド（２６３グラム）、
酢酸（６６グラム）およびメタノール（４５６４グラム）を、窒素雰囲気下で６．５時間
撹拌しながら還流まで（約７５℃）加熱する。反応物を蒸留（３０℃、－０．８バール）
により精製する。この生じた化合物はスチレンオキシド第四級アンモニウム塩である。
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【００９７】
　注記：比較例１において、活性な化学物質は、活性な化学物質と希釈剤油の重量比が約
７５：２５で、不活性な希釈剤油を加えられる。
【００９８】
　注記：実施例１において、活性な化学物質は、活性な化学物質と希釈剤油の重量比が約
７５：２５で、不活性な希釈剤油を加えられる。
【００９９】
【表１】

　試験結果は、本発明の第四級アンモニウム塩清浄剤を使用する処方物（実施例１）が、
市販の清浄剤（比較例１）と比べて同等またはよりすぐれた、吸気弁注入器のデポジット
形成における低減を示す、ということを示す。
【０１００】
　上記に示される文書はそれぞれ、本明細書中に参考として援用される。実施例、または
そうでないと明確に示される場合を除き、材料の量、反応条件、分子量、炭素原子の数な
どを明記する本明細書中のすべての数量は、単語「約」により修飾されるように理解され
るべきである。そうでないと示されない限り、本明細書中で示される化学物質または組成
物のそれぞれは、市販の等級の材料であるように解釈されるべきであり、この市販の等級
の材料は異性体、副生成物、誘導体、および通常市販の等級中に存在すると理解されるよ
うな他の材料を含み得る。しかし、それぞれの化学的構成要素の量は、そうでないと示さ
れない限り、市販の材料中に慣例的に存在し得る任意の溶媒または希釈剤油を除いて示さ
れる。本明細書中に示される量、範囲および比の上限および下限は、独立して組み合わさ
れ得ると理解されるべきである。同様に、本発明のそれぞれの要素の範囲および量は、任
意の他の要素の範囲または量と一緒に使用され得る。本明細書中で使用される場合、語句
「本質的に～からなる」は、考えられる組成物の基本の特徴および新しい特徴に実質的に
影響しない物質を含むことを可能にする。
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